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多様な生徒に対応する高校教育における精神保健支援ニーズの評価
-思春期の発達支援を担 う教育実践モデ、ルの検討一

小野善郎 1)、平野純生 2)、小野津慶弘 2)、田中亨 2)、

北川聡子 3)、古屋好恵 3)

1) 和歌山県精神保健福祉センタ一、 2) 北星学園余市高等学校

3)社会福祉法人麦の子会

く要旨>

全国から多様なニーズのある生徒が集まる北星学園余市高等学校の 1年生と2年生 141人を対象

に、児童青年レベル・ オブ ・ケア評価尺度 (CASII)を用いて精神保健支援ニーズを評価し、学年

末の転帰、学校適応と の関連を検討した。その結果、 集中的 ・統合的サービスが必要とされるレベ

ル4以上のレベノレ・オブ ・ケア (LOC)の生徒が 16人 (11%) あり 、精神保健支援ニーズの高い

生徒が多いことが認められた。LOCの高い生徒は、 1年生では休学や退学につながっていたが、 2

年生では登校 ・出席を維持し、学習意欲を持って積極的に学校行事に参加することで LOCが改善

して進級できていたことから、高 LOCの生徒への対応には長期的な視点が求められることが示唆

された。 専門的かっ集中的な精神保健サービスを必要とする レベルの生徒が、精神保健の専門職が

いない高校で学校生活に適応し、 高校教育を通 じて LOCの改善が認められたことから、思春期の

精神保健の問題に高校教育が一定の役割を果たす可能性があることが示唆された。

くキーワード>

思春期、発達支援、高校教育、レベル・オブ・ケア

【はじめに】

思春期は劇的な身体的変化、社会的役割の変化、

対人関係の変化などのために、きわめて不安定に

なりやすい発達段階であるが、それに加えて依存

的な子どもから自立した大人への移行期として

のリスク もあり、ライ フサイクルの中でも特に多

様な支援ニーズが高い時期である。 現在では、 ほ

とんどの子どもが高校教育を受けるようになっ

たことで¥思春期を学校教育の中で過ごすことが

一般的になり、その結果、思春期の発達や精神保

健は学校教育と深い関連を持つようになってき

ている (小野、 2012)。

しかし、わが国では高校は義務教育ではなく、

制度的にはすべての子どもたちに保障された教

育ではないために、高校生の年代の子どもたちの

支援の場としては理解されず、高校からドロップ

アウトする ことでさらに移行期のリスクが高ま

ることも少なくない。その一方で、高校進学率は

ほぼ 99%にまで達し(文部科学省、 2017)、事実

上の義務教育となった高校は、学力的な多様性だ

けでなく、発達、身体的および精神的健康、 さら

には家庭環境や生育歴などにおいてもさまざま

な問題や困難を抱える生徒を受け入れるように

なっている。特に、 入試の難易度ランクで低位に

位置付けられる高校には支援ニーズの高い生徒
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が集まり、それらの高校では、 一人ひとりのニー

ズに合わせた教育的配慮や指導が行われ、それは

思春期の発達支援としての役割も果たしている。

すべての子どもたちが高校教育を受けるよう

になった現代社会においては、高校教育は発達的

に思春期から大人への移行の主要な場になって

おり、保健/精神保健においても重要な予防的な

機能が期待されている。さまざまな困難を抱える

高校生の思春期の発達を支援する教育実践を発

展させるためには、多様な生徒のニーズ、を適切に

評価した上で高校教育を保障し、大人への移行を

支援する高校教育のあり方を検討する必要があ

る。本研究では、このような高校での取り組みを

教育的な視点からだけではなく、思春期の発達、

精神保健の視点からも再評価することで、効果的

な発達支援の可能性を検討した。

【対象と方法】

対象は、平成 29年 6月 1日の時点、で北星学園

余市高等学校に在籍していた生徒のうち、 I年生

71人と 2年生 70人、合計 141人で、あった。同校

は 1988年より全国から高校中退者を受け入れる

ようになり、現在も多様なニーズを持つ生徒が集

まっている。対象者のうち、 48人 (34.0%)は過

年度卒業者または転・退学者で、 123人 (87.2見)

表1.対象の背景

1年生 2年生 合計
(N=70) (N=71) (N=141) 

男 47 46 93 
性別

女 23 25 48 

入学状 現役生 56 37 93 
況 過年度生 14 34 48 

不登校
小/中学校 19 25 44 

歴
I簡校 43 36 79 
なし 8 10 18 

通学/下 下宿 62 54 116 
宿 通学 8 17 25 

は不登校歴があり、 116人 (82.3%) は遠方から

の入学で、学校近くの下宿から通学していた。

(表 1)。

これらの対象に対して、 平成 29年 6月 1日(ベ

ースライン)と平成 30年 3月 31日(学年末)の

時点で担任教師が 「児童青年レベル・オブ・ケア

評価尺度 (Child and Adolescent Service 

Intensity Instrument (CASII) J ( American 

Academy of Child and Adolescent Psychiatry， 

2004;小野ら、 2008a) の評定を行った。 CASII

の評定に先立ち、評定者となる担任教師には所定

の評定者研修を実施した。

CASIIは児童青年の治療措置のレベル、入所の

継続、治療転帰を判断するための共通の枠組みを

求める臨床現場の要望に応えて作られた臨床評

価尺度で、危害のリスク、生活機能の状態、併存

障害、回復環境、回復力と治療歴、受容と関与の

6サブスケールで構成され、合計スコアからレベ

ル・オブ・ケアが判定される。本研究では小野ら

(2008a) による日本語版を使用した。

レベル・オプ・ケア(levelof care ; LOC) は

精神保健サービスの強度の連続体として定義さ

れ、治療環境 therapeuticmilieuとサービス強度

service intensityの少なくとも 2つの次元で規定

されるもので (Lyons& Abraham， 2001)、CASII

表 2. CASIIにおけるレベル・オブ・ケア (LOC)

LOC サービス内容。 基本的サービス

1 回復維持および健康管理

2 外来サービス

3 集中的外来サービス

4 
24時間体制の精神医学的監視を伴わない
集中的・統合的サービス

5 
精神医学的監視を伴久保護的でない 24
時間体制のサービス

6 
精神医学的監視を伴う保護的で 24時間
体制のサービス
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ではレベルOからレベル6までのLOCがある(表

2)。わが国の保健医療制度では、レベノレ 0"-'1

では必要に応じて相談や助言、定期的なカウンセ

リングなど、レベノレ2"-'3がクリニックや専門外

来での通院医療、レベル4は医療機関での集中的

プログラムや児童心理治療施設などの児童福祉

サービスが含まれ、レベル5以上は入院治療を要

するレベルになり、最高のレベル6は閉鎖病棟で

の入院に相当する(小野、 2008b)。

学年末での転帰の指標として進級判定(進級、

原級留置)を使用し、生徒の学校生活への参加状

況として、登校・出席状況、学習意欲、成績、学

校行事への参加、部活動、担任教師とのかかわり、

謹慎処分歴、外部支援について担任教師が評価し

た。登校と出席については、 r90%以上」と r90%

未満Jで記録し、学習意欲は 「良好Jr普通Jr不

良J、成績は「上Jr中Jr下J、行事参加は 「積極

的Jr平均的Jr消極的」、担任とのかかわりは

「高Jr中Jr低」の 3段階で担任が評価した。な

お、 3月までに休学、転退学した対象者について

は、その時点での評価とした。

これらのデータに基づいて、 CASIIによるレベ

ル・オブ・ケアと学年末の転帰、学校適応との関

連について検討を行った。

【結果】

1 )ベースラインと学年末の LOC(表 3)

対象のベースラインでの LOCは、 1年生では

52人 (74%)が支援ニーズ、の低いレベル0およ

び 1で、あったのに対し 2年生では 27人 (38%)

で、 1年生よりも 2年生で全般的に LOCが高い

傾向が見られた。レベル6の生徒はいなかったが、

レベノレ4以上(高LOC群)は 1年生で4人(6%)、

2年生で 12人 (17%)と、支援ニーズの高い生徒

は2年生に多かった。

学年末の LOCは、 1年生ではレベル1が減少

し、レベル2と3が増加したことで、全体として

は若干のLOCの悪化が見られた。それに対して、

2年生ではレベル2以上が減少し、レベル 1がほ

ぼ倍増したことで、全体の LOCが大きく改善し

ていた。

表 3.ベースラインと学年末での LOCの分布

1年生 2年生

ベース 学年末 ベース 学年末

LOC ライン ライン。 11 11 3 6 

1 41 37 24 42 

2 10 12 18 11 

3 4 6 14 10 

4 4 3 4 2 

5 。 1 8 。
6 。 。 。 。

一

2) LOCの変化(表4、表 5)

ベースラインのLOCに対する学年末でのLOC

の変化は、 1年生では 53人 (76%)が不変で、

LOCの変動は小さかった。一方、 2年生では不変

が 32人 (45.1%)であったのに対し、 34人 (49%)

にLOCの改善がみられ、悪化は 4人 (5.6%)の

みであったことから、全体としてはより低いレベ

ルへのシフトが見られた。その結果、学年末の時

点では 1年生と 2年生の LOCは類似した分布を

示し、レベル0と1が全体の約 3分の 2という構

成になった。

LOCの変化は 1年生では土 1の範囲に留まっ

ていたのに対し、 2年生では十 2から-4までの

幅があり、 1年生よりも変動幅が大きかった。特

に、ベースラインでの LOCがレベル3以上であ

った対象者の変動幅が大きく、支援ニーズの高い

生徒に著しい改善が認められた。
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表4.LOCの変動 (1年生)

LOC LOCの変動

6月 (N) -4 -3 -2 ー1 士0 +1 +2 

。11 9 2 

1 41 2 32 7 

2 10 3 5 2 

3 4 4 

4 2 2 

5 2 1 1 

表 5.LOCの変動 (2年生)

LOC LOCの変動

6月 (N) -4 -3 -2 -1 土0 +1 +2 

。 3 1 1 1 

1 24 5 18 1 

2 18 11 6 1 

3 14 7 1 6 

4 4 1 2 1 

5 8 3 2 2 1 

3)学年末の転帰

平成 30年 3月末における転帰として、 1年生

は進級 58人、休学 2人、原級留置 1人、転退学

9人で、進級率は 82.9%で、あった。 2年生は進級

57人、休学 1人、転退学 13人で、進級率は 80.3%

で、あった。

進級者とそれ以外の非進級者とで学校活動へ

の参加状況、担任とのかかわり、謹慎処分歴、外

部支援の状況を比較すると、 1年生と 2年生で非

進級者に異なる傾向が認められた(表 6)。

1年生の非進級者は登校・出席状況が悪く、学

習意欲や成績が低く、学校行事への参加に消極的

な者が多く、部活動も少ない傾向が見られたが、

2年生ではこれらの傾向ははっきりとは認められ

ず、学習意欲や成績が平均以上の者も多かった。

また、 1年生では謹慎処分を受けた生徒が多く

(33.3%)、外部支援のあった生徒も 2名 (16.7%)

いた。担任とのかかわりは、進級者よりも非進級

者で高いことが 1年生と 2年生に共通して認めら

れた。

4) LOCと転帰の関連

6月の時点での LOCがレベノレ4以上で、あった

高 LOC群 (1年生 4人 ;2年生 12人)は、 1年

生では LOCが改善した 1人が原級留置となり、

不変で、あった 3人は休学または退学していた。一

方、2年生については、不変で、あった 1人を除き、

11人に LOCの改善が見られ、ベースラインでレ

ベル5で、あった 8人のうち 3人はレベル 1に、 2

人はレベノレ2に大きく改善した。LOCが改善した

2人を含めて 3人が転退学となったものの、 9人

は進級することができた。

高 LOC群の 2年生の進級者の特徴としては、

成績は下位の者が多かったものの、学習意欲や行

事参加は良好で、担任とのかかわりが多く、外部

支援との連携があることが挙げられた(表 6)。

レベル5からの進級者6人のうち 3人は社会福祉

法人が運営している児童発達支援センターの支

援を継続的に受けていた。

【考察】

CASIIは必ずしも精神科医療の場面だけでな

く、児童福祉や少年司法における支援ニーズの評

価に使用されてきたが、基本的には臨床的な関与

が求められる集団を対象としていることから、こ

れまでの研究では高い LOCの割合が高く報告さ

れている。日本語版 CASIIのフィールド研究では、

児童相談所と児童精神医療機関で評定された 163

例中 62例 (38.0%) (小野、 2010)、児童相談所

に一時保護された児童 62例を対象とした研究で、

は 31例 (50.0%) がレベル 4以上であった

(Miyake et al.， 2012)。

今回調査を行った多様な生徒が集まる高校では、
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表 6.進級者と非進級者の学校活動への参加状況の比較

1年生

転退学者 進級者

N=12 N=58 

登校
ミミ90 3 (25.0) 51 (87.9) 

<90 9 (75.0) 7 (12.1) 

出席
ミ90 2 (16.竹 49 (84.5) 

<90 10 (83.3) 9 (15.5) 

良好 2 (16.7) 24 (41.4) 

学習意欲 普通 3 (25.0) 23 (39.7) 

不良 7 (58.3) 11 (19.0) 

上 2 (16.7) 15 (25.9) 

成績 中 3 (25.0) 28 (48.3) 

下 7 (58.3) 15 (25.9) 

積極的 3 (25.0) 28 (48.3) 

行事参加 平均的 3 (25.0) 26 (44.8) 

消極的 6 (50.ω 4 (6.9) 

部活 あり 3 (25.0) 28 (48.3) 

担任のか
情1 8 (66.7) 25 (43.1) 

中 3 (25.0) 25 (43.1) 
かわり

イ丘 1 (8.3) 8 (13.8) 

謹慎歴 1孟 4 (33.3) 9 (15.5) 

外部支援 あり 2 (16.7) 10 (17.2) 

レベル4以上の生徒が 16人 (11%)含まれ、専

門的な精神保健支援を必要とするレベノレの生徒

は少なくなかった。一般人口あるいは非臨床サン

プルで、CASIIによる LOCを評価した研究はない

が、臨床サンプルよりは低いものの、不登校経験

者やすでに高校からドロップアウトした生徒が

多い高校には、精神保健支援ニーズが高い生徒が

多く在籍していることが示唆された。

学校保健あるいは特別支援教育では、自閉スペ

クトラム症や注意欠如・多動症などの発達障害や

その他の精神疾患などの診断に基づく理解や支

援が普及しつつあるが、その一方で診断関値や診

断精度のばらつき、さらには診断と具体的な支援

ニーズ、が必ずしも一致しないことなど、診断だけ

では合理的で効果的な支援にはつながらないこ

2年生

転退学者 進級者 (;罰 LOC)

N=14 N=57 N二9

8 (57.1) 39 (68.4) ! 4 (44.4) 

6 (42.9) 18 (31.6) I 5 (55.6) 

8 (57.1) 42 (73.7) ! 4 (44.4) 

6 (42.9) 15 (26.3) ! 5 (55.6) 

4 (28.6) 29 (50.9) i 4 (44.4) 

7 (50.0) 22 (38.ωi 2 (22.2) 

3 (21.4) 6 (10.5) I 3 (33.3) 

5 (35.7) 22 (38.ωI 2 (22必

4 (28.6) 18 (31.6) I 2 (22必

5 (35.7) 17 (29.8) 5 (55.6) 

7 (50.0) 32 (56.1) 4 (44.4) 

5 (35.7) 12 (21.1) 3 (33.3) 

2 (14.3) 9 (15.8) 2 (22.2) 

4 (28.6) 20 (35.1) 1 (11.1) 

11 (78.ω 23 (40.4) 5 (55.6) 

3 (21.4) 28 (49.1) i 4 (44.4) 

o (0.0) 6 (10.5) i o (0.0) 
2 (14.3) 9 (15.8) I 3 (33.3) 

o (0.0) 10 (17.5) I 4 (44心

とも少なくない。さらに、精神保健の専門機関で

はない教育現場では、医学的な診断を適切に扱う

ことが難しいこともあり、むしろ支援ニーズとし

ての LOCのほうが生徒の支援に活用できる可能

性が考えられる。多様なニーズのある生徒を受け

入れる高校では、多次元的な LOCの評価は、生

徒の理解と対応に役立つことが期待される。

しかし、専門的・集中的な精神保健支援ニーズ

のある生徒を、医療や臨床心理などの専門職がい

ない全日制普通科高校で受け入れ、高校教育を継

続していくことには多くの困難もあり、実際に本

研究の対象でも約 2割の生徒が留年や休学、転退

学になっている。したがって、 LOCの高い生徒を

認識するだけではなく、個々の生徒の LOCに応

じた支援方法についてさらに検討することが求
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められる。

対象のうち LOCがレベル4以上であった高

LOC群の転帰からは、高 LOCは高校教育を継続

することのリスクとなっていると考えられたが、

学年によって異なる特徴が認められ、必ずしもり

スクは一様ではなかった。すなわち、 1年生では

高 LOC群の全員が進級することができず、休学

や転退学につながっていたが、 2年生では高 LOC

で、あっても登校・出席を維持し、学習意欲を持っ

て積極的に学校行事に参加することで LOCが改

善し、進級できる者が多かった。

もともと学校適応に困難がある生徒が入学し

てくることから、教師の積極的なかかわりにもか

かわらず高校生活に適応できずドロップアウト

するリスクは高いが、 1年目には LOCの改善が

認められなくても、 2年目に入って学校の活動に

積極的に参加できるようになるにつれて LOCも

著しく改善し、学年末の転帰も良好になっていた

ことから、高 LOC群の生徒への対応には長期的

な視点が求められることが示唆された。また、良

好な転帰の前提として、 1年目の支援、特に高校

生活を継続できるように支援することがもっと

も重要であると考えられた。

北星学園余市高等学校(北星余市高)は 1965

年に開校した私立高校で、 1988年からは全国か

ら中退者を受け入れ、困難を抱える生徒の教育を

行ってきたが、最近は不登校や発達障害などのた

めに、高校生活への適応に困難がある生徒も増え

てきている。現在ではほとんどの高校にスクール

カウンセラーが配置され、心理的な支援も一般的

になってきているが、この学校にはこれまでにス

クールカウンセラーが配置されたことはなく、学

校医や嘱託医として精神科医が関与したことも

なく、開校以来担任教師を中心にした教師集団で

生徒をしっかりと受け止める教育方針を一貫し

て実践している。それに加えて、全国から入学し

てくる生徒たちを受け入れている下宿が生徒の

安定した居場所となって、学校生活を支える治療

的・支援的環境があることも重要な要素になって

いる(小野、 2018)。

専門的な支援や高校での特別支援教育の導入

など、高校教育に専門的支援が入り込む傾向の中

で、北星余市高の教育実践はあくまでも教員によ

る教育モデルとして生徒を支えていることに特

徴があり、それは事実上の義務教育となった高校

に求められる役割として注目されている。特に、

成人期への移行支援としての高校教育の具体的

なモデ、ルと して期待が持たれている(小野、保坂、

2012、2016)。

今回の研究結果は、一定の精神保健ニーズのあ

る生徒であっても高校教育が対応できることを

示した。精神科閉鎖病棟での入院治療に相当する

レベル6の生徒はいなかったが、レベル5までの

生徒に対応していたことから、高校教育で対応で

きる支援ニーズの範囲はかなり広いことが示唆

された。特に、専門的かっ集中的な精神保健サー

ビスを必要とするレベル4以上の生徒が精神保

健の専門職がいない高校教育に適応することが

でき、高校教育を通じて LOCの改善が認められ

たことは、思春期の精神保健の問題に対して高校

教育が一定の役割を果たす可能性を強く示唆す

るものであり、高校における精神保健サービスお

よび発達支援のモデ、ルとなることが期待される。

ただし、高 LOCの生徒が良好な転帰を得るた

めには、外部支援との連携は重要であり、どのよ

うな外部支援とどのように連携するかも含めて、

高校を基盤とした思春期の発達支援についてさ

らに検討する必要がある。
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